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⽇本の⾷料⾃給率の推移

⻄⽇本新聞 https://www.nishinippon.co.jp/image/526105/

私たちの食を支える日本の農業の現状

⽇本の農業従事者の年齢構成（令和4年）⽇本の農地面積の推移

農水省(2022)資料3:我が国の食料農業農村をとりまく状況の変化
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/attach/pdf/20220929-9.pdf
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化学肥料のほとんどは輸入、有限の資源、特定の国に依存

肥料も考慮すると、⾷料の⾃給率≒０％︕︖



⾃然資源・生物多様性を活かした、持続可能な社会・農業への転換が必要

平成30年版環境・循環型社会・生物多様性白書
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/pdf/full.pdf

地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）
による地球の状態 SDGsの目標間の関係

⾃然資本（生態系）の目標
＝基盤として重要

高リスク→・リンと窒素循環・生物多様性
・地球レベルの課題=農業
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農地の生物多様性の役割

・日本の農業産出額（約5兆7,000億円）
の8.3％の貢献（小沼、大久保2016）
・野生種の貢献が大きい
・虫媒のソバ︓周囲に森林等昆虫が多い畑
ほど結実率が⾼い（Taki et. al 2010)

出典︓⽮作川流域森林物語（豊田市役所森林課）

送粉サービス 調整サービス（病害虫を抑制）

・天敵となる肉食性動物は、数多くの植食性動物
（害虫・ただの虫も含む）や植物、分解者など健
全な生態系が必要
・農薬は害虫より天敵に悪影響がでやすい（生物
濃縮・個体数少なく絶滅しやすい）

生物多様性は「持続可能な農業」の基盤

基盤サービス（有機物を分解、土壌を作り、植物へ養分を供給）
文化的サービス（景観、伝統文化、人の健康など）

化学肥料まで考えると⾷料⾃給率≒０％。
⽣物を活かした地域内の物質循環・コミュニティーの復活が、⾷料安全保障・農村振興にも貢献



【参考】農地の生物多様性の危機
生物多様性及び生態系サービスの
総合評価報告書（環境省2021）

持続可能な農業を⽀える基盤（生物多様性）が劣化

• 身近なチョウ類 33%、鳥類 15%の個体数が急速に減少
（絶滅危惧種の判定基準に匹敵）

• 農地など開放地の鳥類・チョウ・植物が共通して急減
• 草原性の植物・鳥類・チョウ類の種数維持に外部資⾦を

獲得して実施する保全活動が有効
• 18年間、325か所、5700名市⺠調査員のご協⼒で実現

撮影：岩田和鷹氏、石原隆志氏

モニタリングサイト1000⾥地調査2005-
2022年度とりまとめ報告書（環境省2024）

過去50年間、農地の生態系が急速な損失

年



7

【参考】里地里山生態系の18年間の変化
• 生息環境ごとの記録個体数・記録種数の経年変化

チョウ類(記録個体数)鳥類(記録個体数) 植物（記録種数）

生息地ジェネラリスト

森林性

生息地グループ

開放地性

★

在来湿地性種

在来草原性種

在来森林性種

★

増減なし
サイト 減少

サイト

増加し
たサイ
ト

農地・草地など開けた環境の普通種※の減少が顕著→3分類群共通
2015年以降農地に生息する鳥類（スズメ・ヒバリなど）は、急速に減少

※上記の解析対象種は、出現頻度が低い種を除いた普通種

20

40

60
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100

120

2009 2011 2013 2015 2017 2019
年

森の鳥(21)
⾥⼭の鳥(19)
農地の鳥(7)

増減率（％/年）
2009-20年 2015-20年

+0.7 -0.9
-1.7 -3.2
-2.8 -7.4

★
相
対
的
な
個
体
数

出典︓資料２－１ モニタリングサイト1000⾥地調査2005-2022 年度 とりまとめ報告書概要（スライド）
https://www.nacsj.or.jp/official/wp-content/uploads/2024/10/02_1_moni1000_2005_2022_report_summary_slides_ver.pdf
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⾥⼭⽣態系をとりまく環境の変化と市⺠による活動【参考】草原性の植物・チョウ類・鳥類の記録種数の増減に与える影響
〜状態空間モデルに基づく、減少要因・管理効果の推定結果〜

植物 チョウ類 鳥類

ベースライン
シカの頻繁な出現

⽔⽥・草地の管理放棄
気温上昇の程度

生態系被害防止外来種リスト掲載種の確認
順応管理の導入

保全活動の実施（予算獲得あり）
⾃然保護地域

保全活動の実施（予算獲得なし）

減少 種数 増加
出現種数の変化率に対する係数 95%信用区間が１を跨がない

90％信用区間が１を跨がない
90％信用区間が１を跨ぐ

90％信用区間
95％信用区間

中央値

・気温上昇の影響が最も大きい効果（高温ほど種数が低下）
・予算獲得を伴う保全活動の実施は正の影響
・草原性の植物・鳥類・チョウ類の種数を維持するために、外部資⾦の獲
得または、獲得可能な体制が整っていることが重要

出典︓資料２－１ モニタリングサイト1000⾥地調査2005-2022 年度 とりまとめ報告書概要（スライド）
https://www.nacsj.or.jp/official/wp-content/uploads/2024/10/02_1_moni1000_2005_2022_report_summary_slides_ver.pdf



農地の生物多様性の未来を決める
「⾷料・農業・農村基本法」
「基本計画」の重要性
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食料・農業・農村基本法 と 基本計画 とは

■基本計画 ⾒直しのスケジュール
2024年9月 食料・農業・農村基本計画 検討（企画部会）開始

10月-12月 分野ごとの課題整理（2週間に1回開催）
2025年1月上旬 116回 基本計画骨子案

1月中下旬 117回 基本計画⽂案︖か
・
2月中 パブコメ︖
3月末 最終回 基本計画決定

10

■基本法とは︖
農政の基本⽅針を定めた国の法律、「農業の憲法」とも呼ばれる
1999年の法改正で、４つの基本理念の１つに「農業の有する多面的機能の発揮」

（生物多様性保全を含む）が入った
＝農地の生物多様性の未来を決める大事な法律

■基本計画とは︖
政府が中⻑期的に取り組むべき⽅針を定めたもの、概ね5年ごとに変更する

大事な
山場



基本法・基本計画の重要性【過去】
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下記２つの資料に加筆
農林水産省. (2023). 資料3食料・農業・農村をめぐる情勢の変化（持続可能な農業の確立）. 食料・農業・農村基本法検証部会第７回. https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/7siryo-9.pdf
農林水産省. (2023). 食料・農業・農村をめぐる情勢の変化（農村の振興）. 基本法検証部会（令和5年1月27日）配付資料. https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/8siryo-18.pdf

たんぼの生きもの調査(H13-21)農⽔省・環境省連携事業

24条:農業生産の基盤の整備
環境との調和 に配慮しつつ、
農業生産の基盤の整備

3条:多面的機能の発揮

32条:⾃然循環機能の維持増進

25年前の基本法改正が起点となり、重要な法制度が新設・改訂
（多面法・持続農業法の新設、土地改良法改正（農地の全国モニタリング開始））



環境配慮の限界
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河川を直線へ、3面コンクリート
わずかな隙間に土と水草を植栽

環境配慮だけでは不⼗分

1999年 基本法改正 第24条（農業生産の基盤の整備）に「環境との調和に配慮」追加
→2001年 土地改良法改正 第1条に「環境との調和に配慮」が追加



⾷料・農業・農村基本法
改正のポイント〜成果と課題〜

14
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１．基本理念の⾒直し（環境との調和が追加）

←農業の環境負荷を認め、その負荷低減を図ること 政策の柱に入れた

食料の
安定供給

多面的機能
の発揮

農業の持続的発展

農村の振興

1990年〜2024年
改正前

環境

⾷料

農業

農村
課題︓農業が継続できれば
⾃動的に機能（マイナスの
影響考慮しない）

⾷料安全保障
の確保

多面的機能
の発揮

農業の持続的発展

農村の振興

2024年
改正後

環
境
と
調
和
の
と
れ
た

⾷
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立

第3条 食料システムについては、食料の供給の各段階において環境に負荷を与える側面があること
に鑑み、その負荷の低減が図られることにより、環境との調和が図られなければならない



２．環境負荷低減を農政全般で実施することを明記
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【成果】
• 食料システム全体で「環境への負荷」を認め（第3条）、その低減を図ることを法律全

般に明記（第4,5,14,20,32,53条）した意義は大きい

【課題】
・条⽂には「生物多様性」が記載されず、対処すべき「環境負荷」の内容はあいまい。
• 環境政策の目的・方向性を明示するはずの基本法（対処すべき「環境への負荷」の内

容が不明（第3条）なまま、やることだけ明示する（第32条）など アンバランス
• 環境分野において、基本法の役割を果たしていない。

第32条 国は、農業生産活動における環境への負荷の低減を図るため、農業の自然循環機能の維持増進に配
慮しつつ、農薬及び肥料の適正な使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用による地⼒の増進、環境への負荷
の低減に資する技術を活用した生産方式の導入の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

第3条 食料システムについては、食料の供給の各段階において環境に負荷を与える側面があることに鑑み、
その負荷の低減が図られることにより、環境との調和が図られなければならない

NACSJ は「生物多様性の低下等」を条⽂に明記するよう提⾔、農水省や
国会議員に働きかけた



「食料・農業・農村基本法」改正への提言
（NACSJ 2023/3/28)

1. 法律の目的に、「自然環境の保全」を位置づけ、農地の生物
多様性の保全と持続的な農業を実現させる

2. 基本法の理念「多面的機能の発揮」の定義を⾒直す
3. 「多面的機能の発揮」の施策の⽅針を法律に追加する
4. 農地の生物多様性のモニタリングと評価の体制を整備する

17



３．[生物多様性]の位置づけ、付帯決議と国会答弁で確認

18

①国会答弁（5/23)
「環境の負荷」の具体的な内容に「生物多様性の低下」が含まれること確
認された
（5/23参議院農林水産委員会 ⽴憲⺠主党田名部議員の質問に対し、杉中総括審
議官の答弁）

②参議院 附帯決議（令和6年5月28⽇）
・⼗一 農業生産活動は自然環境の保全等に大きく寄与する側面と環境に負
荷を与える側面があることに鑑み、温室効果ガスの排出削減、生物多様性
の保全、有機農業の推進等により、環境と調和のとれた食料システムの確
⽴を図ること。

生物多様性が条文に記載されなかった課題を補うが、十分ではない

基本法はあくまで⽅向性を示すもの、
具体策は、基本法に基づく 5か年の具体的な計画（基本計画※）が重要
※2025年3月決定



⽀援内容 EU ⽇本

農家への支援の受給条
件（農家が実施すべき
最低限の環境保全等の
⾏為の義務化＝クロス
コンプライアンス）

・ほぼ全ての⽀援（直接⽀払）が対象。
・遵守すべき具体的な数値基準あり、
第三者の抜き打ち検査あり、違反の罰
則あり

・ほとんどなし（農業環境規範︓ 40事業
(2014年時点))
・遵守すべき具体的な数値基準なし（努⼒や検
討のみ）、第三者の抜き打ち検査なし、違反の
罰則なし

環境直接支払等、環境
保全への支援

・多額の⽀援（英国518百万ユーロ、
ドイツ418百万ユーロなど※）、支援
メニューも充実

・予算が少なく、予算不⾜で⽀援できない場合
もある（令和5年予算時点で26.5億円（多面法
全体予算の3.4%））
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【提言】環境直接⽀払など、環境保全に貢献する農業へ
の公的⽀援を大幅に拡充する

EUの共通農業政策

農林水産省. (2019). 海外における環境直接⽀払制度の現状〜平成30年度環境保全
型農業効果調査事業結果2023年〜制度変更により現状の制度とは異なる. 

http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/kakyou_chokubarai/attach/pdf/itaku_30-2.pdf

⽇本︓多面的機能発揮のための交付⾦（多面法）

・「多面的機能支払」は、農地維持活動が義務、
多面的機能向上や環境配慮は義務ではない

・環境配慮なしのU字溝化等が多数実施
→環境保全型工法など環境保全を義務化が必要

多面法の令和5年予算（774億円）

環境保全のために全農家
が最低限守らない と直
接支払を受け取れない基
準のこと。
法定管理要件（SMRs）
と良好な農業・環境条件
（GAEC）の遵守が必要

※2014〜2020年の単年平均



補足
資料

国 農業環境
気候①

有機農業
②

①＋② （①＋②各国予算）÷
（日本予算26.5億円）

フランス 365.1(2.2) 175.9(1.1) 541(3.3) 20.4 倍
ドイツ 681.3(4.2) 377.7(2.3) 1059(6.5) 40.0倍
スペイン 308.7(1.9) 163.3(1) 472(2.9) 17.8倍
英国 844.3(5.2) 19.9(0.1) 864.2(5.3) 32.6倍
日本※2 26.5

表内の数字の単位は、億円 163円/€（2024年3月時点）を表し、 ()内の数字の単位は、億€を表す
※ 1: EUは、CAPの第二の柱の予算2014-2020年の単年平均を表す

注意：2023年～制度変更により現状の制度とは異なる
（出典：農林水産省. (2019). 海外における環境直接支払制度の現状～平成30年度環境保全型農業効果調査事業結果）
http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/kakyou_chokubarai/attach/pdf/itaku_30-2.pdf

※2: 日本の環境直接支払交付金（環境気候と有機農業への支援の両方を含む）平成5年度予算を表す
（出典：令和５年度予算概算決定額 https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r5kettei_pr62.pdf）

環境保全を目的とした支払い制度：EU（2020年時点※1）と日本※2の予算額比較

環境保全を目的とした支払制度EUと日本の比較
• EUの環境保全を目的とした支払※1予算額(2020年)は日本※2の17.8-40倍
• 耕地面積は、日本よりEU各国の⽅が大きい（日本の3.8-6.5倍）ものの、上記の支払制度以外

で環境保全活動が義務化された支援があり、日本よりEUの⽅が圧倒的に充実している※3。
• 上記を踏まえると、⽇本の環境直接⽀払交付⾦はEU各国と比べて圧倒的に少ない。
→持続可能な農業の実現に向け、有機農業を含む環境保全活動への⽀援の大幅な拡大が必要

※3 留意事項（環境直接⽀払制度以外の環境保全に関する施策）
EU各
国

すべての公的支援に対してクロスコンプライアンス（農家が実施すべき最低限の環境保全活動等の義務）が適用されて
いるほか、追加の環境保全活動への支払いとしてグリーニング支払もあり、充実している。

日本 公的支援に対するクロスコンプライアンスは現状はほとんど０
多面的機能支払交付⾦・中⼭間支払交付⾦（令和5年度︔747.5億円）の中に、環境保全を目的とした活動が一部含まれ
るものの、限定的＃であり、環境配慮を伴わないほ場整備やU字溝化等、環境破壊につながる活動が多い現状がある。
＃多面的機能支払交付⾦に基づく生物多様性保全活動は、約3割の活動団体が実施するものの、実施面積はごくわずか

出典：農林水産省. (2019). 



（環境）直接⽀払 ⾒直し・拡大が今まさに注目
政治レベル
2024年5月の基本法改正時の今回審議
10月の衆議院選の１つの目玉

学会レベル
最新号(24年9月号）農村計画学会にて特集

・直接支払いの定義の⾒直し（日本の直払制度が複雑化・硬直化）
・何のための直払いなのか︖国⺠へ示す必要（環境支払を明確に）
・直払いのあるべき姿を明確にする＋政治変革のタイミングにぶつける

〜「政策の窓」が開くタイミングに準備をしておく〜
日本農業新聞1面 2024/10/8
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2024/12/14 ⽇本農業新聞 2024/12/18 ⽇本農業新聞

・4⽉〜5⽉の国会審議で問題提起
（農家の所得補償＝環境保全など外部経済）
・10⽉以降〜⽇本農業新聞の1面に連⽇掲載

（環境）直接⽀払 ⾒直し・拡大が今まさに注目
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基本法・基本計画の重要性【未来】

R6年 多面法３交付⾦の⾒直し
R7年 環直・多面的機能⽀払

有機農業・環境負荷の新たな仕組み
R9年 環境負荷低減の⽀援︓みどり法に移管

R5年 クロスコンプライアンス試⾏
（補助⾦支援条件として環境負荷低減など義務づけ）
R9年 本格始動（全ての公的⽀援対象）
R5年 環境負荷低減の⾒える化検討

今後3年間、農業環境政策の大きな改訂
＝生物多様性保全型に転換できるか︖

大事な転換点、岐路
基本計画に目標や方針を明記すること重要

食料安定供給・農林水産業基盤強化本部（第６回）（令和５年１２月２７⽇（⽔）） 参考資料１ 「食料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」に基づく施策の⼯程表（案）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/shokunou_dai6/sankou1.pdf

新たな基本理念【環境と調和のとれた⾷料システムの確立(３条)】関連施策
令和5〜9年度

令和５年１２月２７⽇決定



改正ポイント 目標・KPI設定、毎年PDCAで検証

24
環境負荷低減などの目標・KPIもすべて対象
生物多様性の目標が入るかどうかが重要︕

【参考資料2】食料・農業・農村基本法 改正のポイント
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/bukai/241002.html
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⾷料・農業・農村基本計画
改訂に必要なこと



「食料・農業・農村基本計画」改定への提言

公益財団法人 日本自然保護協会
藤田 卓

26

1. 基本計画において「環境への負荷」（第3条ほか）の例として、生物
多様性の低下等を含むこと及び、関連する法制度における対策・改善
を明記すること

2. 「環境と調和のとれた⾷料システムの確立」実現のため、基本計画に
は生物多様性保全の達成目標を設定すること。目標達成のために計画
の⾒直しと改善を明記しておくこと

3. 施策の有効性を客観的に評価するため、農地の生物多様性のモニタリ
ングと評価を実施する体制を整備すること

4. 環境直接⽀払い等、環境保全に貢献する農業への公的⽀援の予算を大
幅に拡充すること

5. 補助⾦⽀援条件として環境負荷低減取組を義務づける際には、客観的
な評価基準、チェック機能、罰則規定を設けること
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【提言２】「環境と調和のとれた⾷料システムの確立」実現のた
め、基本計画には生物多様性保全の達成目標を設定すること。目
標達成のために計画の⾒直しと改善を明記しておくこと
2023年5月29⽇基本法検証部会「中間取りまとめ」 基本計画に関する記述抜粋P43

検証部会︓基本計画において環境保全に関わる目標・指標を検討すべきと指摘
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/16siryo-9.pdf

2022年の決議︓生物多様性の国際目標
【昆明・モントリオール生物多様性枠組】
2030年までに、生物多様性の損失を止め、回復させる
と整合性のある達成目標と指標KPIを設定すべき

例）達成目標︓ 2030年までに農地の生物多様性（種数・個体数）の損失を⽌め・回復
⾏動指標KPI: 2030年までに環境直接支払予算を現状の○○倍にする（EU並みに）
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【提言3】施策の有効性を客観的に評価するため、農地の生物多
様性のモニタリングと評価を実施する体制を整備すること
■⽇本全国レベルの農地の生物多様性の現状把握のモニタリング と課題
・ 「田んぼのいきもの調査」（2001〜2009年） →現在未実施
(基本法改正(1999年)→土地改良法改正(2001年)に対応、農水・環境省連携で実施)

・多面的機能支払交付⾦に基づく生物調査 全国3,477団体（2017年度）
（地域の環境教育には貢献） →施策評価の活用なし

・各地域のいきもの調査（地域レベルで実施） →全国評価の仕組みなし
・モニタリングサイト1000⾥地調査（環境省）約350地点→農地全体は把握できず

（参考）森林生態系多様性基礎調査
林野庁1999年〜5年に1度実施 1.5万地点
・スギの材積・シカの増加、ブナの減少
⇒森林計画などへ反映

十分とはいえない状況

対応（案）
・既存のモニタリング（モニ1000等）を、基本計画の評価指標として活用
・多面的機能支払交付⾦の調査を大幅改善して活用
・EUのようなモニタリングシステムの構築、活用



環境改善計画目標 (一部抜粋)
生物豊富度
•2042年末までに、2022年の生物豊富度の数値を上回り、少なくとも2030年の数値の10%増を目指す

絶滅のおそれのある生物
•2042年末までに、2022年の英国のレッドリスト指数よりも良い指数を打ち出す

野生生物
•2042年までに、2022年の野生生物の生息レベルを上回る数の
生物のすみかとなる50万ヘクタール以上の生息地を、保護地
域外の土地に復元、あるいは作り出す

樹木と森林
•2050年までに陸地面積を覆う森林を14.5％から16.5％に増加させる

https://www.gov.uk/government/publications/environmental-improvement-plan/environmental-improvement-plan-2023-executive-summary

参考︓英国の農業環境政策の目標とモニタリングの事例
Environmental Iprovement Plan 2023

https://oifdata.defra.gov.uk/themes/wildlife/D4/

• 各目標に対する、モニタリング⽅法、評価
結果とデータを公開

• モニタリングは、政府だけでなくNGOな
ども協⼒して実施

• 農業分野のモニタリングの予算は400万ポ
ンド/年（＝約8億円）
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提案２＋３︓基本計画に下記の達成目標、指標を明記する
・達成目標（案）︓2030年までに、農地における生物多様性の損失を止める
「2030年までに生物多様性の損失を⽌め回復させる」と整合（2022年 CBDCOP15決議）

他、⾏動目標も追加(例)多面支払 生態系保全の実施組織割合 2030年に5割)
・指標(案)︓

JBO3(2021年時点)「損失」→JBO4(2028年予定）「横ばい」か「回復」
既存のモニタリング（モニ1000⾥地）の指標も活用

生物多様性及び生態系サービスの総合評価報告書
評価結果（JBO3︔環境省2021年）

既存の国レベルの評価があり、評価可能
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年

森の鳥(21)
⾥⼭の鳥(19)
農地の鳥(7)
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+0.7 -0.9
-1.7 -3.2
-2.8 -7.4
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的
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体
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鳥類、チョウ、植
物3分類群:
農地性の種が減少

https://www.nacsj.or.jp/official/wp-content/uploads/2024/09/moni1000satoyama_2005_2022rep.pdf

モニタリングサイト1000⾥地調査2005-2022年度
とりまとめ報告書（環境省2024）



食料・農業・農村基本計画 目次と主な記載内容
2024/12/18 企画部会（第115回）最新資料

31
生物多様性への記述は2か所しかなく、実施が危ぶまれる
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•【資料2】基本計画の策定に向けた検討の視点(これまでの議論を踏まえた検討の視点の整理) P5
•https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/bukai/attach/pdf/241218-8.pdf

⽔⽥の中干の際の配慮として生物多様性が記載
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•【資料2】基本計画の策定に向けた検討の視点(これまでの議論を踏まえた検討の視点の整理) P57
•https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/bukai/attach/pdf/241218-8.pdf

気候変動対策、化学農薬・肥料の低減（有機農業なども）が項目とされ
様々な対策が記載されるが、、、
生物多様性はその中に埋もれるように1か所だけ記載



1月上旬 116回 基本計画骨子案
1月中下旬 117回 基本計画⽂案︖か

・
2月中 パブコメ︖
3月末 最終回 基本計画決定

34

今後の基本計画策定の予定︖

今後の動きに注目いただき
パブコメでぜひ多くの意⾒を提示いただくことが重要

過去の資料はすべてHPにて閲覧可能
食料・農業・農村政策審議会 企画部会
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/bukai/index.html



民間・NGOが果たす役割
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農業環境政策の国際シンポでの会話

36

日本のNGOがもっとがんばらないといけない

約5年前、農業政策はほとんど何も知らなかった私
EU︓環境保全へ貢献する農業への公的な支援・予算が大きい
日本︓ 〃 小さい
どうしたらよいか︖ と研究者に聞いてみた

え︖私が︖︖︖

NGOのロビー活動が大きな力になっている
君たち 日本のNGOガンバッテクダサイ！

ドイツの
農業環境政策の研究者
日本の研究者

EUでは農地の環境保全型農業への支援がすすみ
日本では進まないのか︖

私



農業環境政策の先進地 英国からの学び
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環境団体など多数の⺠間団体の成果
全国の生物多様性モニタリングによる危機の把握・普及
農業環境政策への提⾔、ロビー活動
関係者との意⾒交換の場の設定、意⾒集約
先進的な農業と保全の両⽴を目指した実証実験
認証制度の運営
農業環境支払申請のための農業者への支援

持続可能な農業の実現に向けて、⽇本の⺠間団体の活動が不可⽋

HOPEファーム
王⽴鳥類保全協会(NGO)所有の実験農場
環境保全＋⿊字の農業経営を実践

EUの鳥類の生息地別の個体群指数の経年変化
市⺠モニタリングの結果、農地の鳥類の急速な減少が判明、
⇒農業環境政策の強化に繋がった

全種の鳥類（168種）
森林性鳥類（34種）
農地性鳥類（39種）

EU: 環境保全を目的とした環境直接支払予算額は日本の17.8-40倍
英国︓EU離脱後の英国の農政の⽅針「公的資⾦は公共財へ」

農政・財政支援は環境保全に絞り、特に生物多様性保全が主要な目的（和泉2019）
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⻄澤栄一郎. (2022). 農業環境政策のポリテイカル・サイエンス・環境政策統合からのアプローチ. 農業経済研究, 94(2), 
106–119.

農業環境政策 日本とEUの比較
（西澤2022)

・環境団体（有機農業団体）へ協⼒が依頼されるぐらい
活動や貢献が必要

・国⺠の理解が不可⽋



NGOが果たす役割
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英国︓農業環境政策へ環境団体など⺠間団体の役割（和泉2019)
全国の生物多様性モニタリングによる危機の把握・普及
農業環境政策への提⾔、ロビー活動
関係者との意⾒交換の場の設定、意⾒集約
先進的な農業と保全の両⽴を目指した実証実験
認証制度の運営
農業環境支払申請のための農業者への支援

⽇本でも同様の取り組みを
みなさんとともに

ドイツの研究者にガンバッテクダサイ︕と
言われた後の軌跡を
ちょっとだけ紹介



ロビー活動と成果 2020年～

・2020年 食料農業農村基本計画への提⾔
・2022年 多面的機能支払交付⾦ 提⾔
・2022年〜2023年 みどり戦略・法律への提⾔

成果＝＞生物多様性保全活動が⽀援対象として追加、付帯決議
（国会議員に質問いただき、追加修正された）

・2023年〜2024年 食料・農業・農村基本法改正への提⾔
成果＝＞生物多様性の位置づけが付帯決議、答弁で確認

多面法⾒直し︖クロスコンプライアンス全面実施︖
・2024年 食料・農業・農村基本法基本計画への提⾔
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【課題】
・主要な自然保護NGOが、農水省に提⾔を出す、議員への働きかけなどの

ロビー活動はほとんどなかった︖
・農業分野は大規模なロビー活動→環境保全の意⾒は国の農政で重視されず

理由
・農業は生業に関わるから難しい
・開発＝生態系破壊への運動（従来型）とは違う
・農業制度が複雑 2021年より、オリザネット、ラムネット

野鳥の会、WWFなどと協⼒してロビー活動実施

最近、研究者などから、ロビー活動がんばってと声をかけられるように



関係者との意⾒交換の場の設定、意⾒集約
【課題】
• 農業政策は予算額（2.5兆円/年）も大きく、農地の生物多様性へ与
える影響が大きい、環境保全に貢献できうる制度があるにも関わら
ず、環境・生物多様性分野の皆さんに知られていない現状
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シンポジウム開催、パブコメなど意⾒提出の呼びかけ、
生物多様性分野の方々との意⾒交換や意⾒提示の場を創出

シンポジウム開催
2020年1月 生物多様性重視した農業政策を求めるつどい ＠法政大
2023年1月 「農業基本法改正と多面的機能を考える集い」 ＠法政大
2023年7月 「生物多様性と食料・農業・農村基本法」意⾒交換会 ＠オンライン
2024年10月 食料・農業・農村基本計画改定に向けた意⾒交換会 @浜松町

パブコメ案内
2022年5月,7月みどり法パブコメ

→成果︓生物多様性保全活動が支援対象として追加
2023年7月 基本法⾒直しへのパブコメ案内



食料・農業・農村基本計画改定に向けた意見交換会
202４年10月3日(木)13:00～15:30＠第4回オーガニックカンファレンス

約60名以上参加 立ち⾒も

主催：日本オーガニック会議／環境と農業を考える会

有機農業団体と協働で、意見交換会を開催
26団体、17名の個人から、149項目の提⾔を収集・集約、農水省へ提出

農水担当：生物多様性の目標設定：検討したいが、今回は難しいと感じる。
有機農業団体： 目標設定とPDCAサイクルを作る、官⺠連携で策定

2024/10/4⽇本農業新聞



食料・農業・農村基本計画改定に向けた意見交換会 プログラム
※敬称略

開会

趣旨説明・意見収集の結果共有
徳江倫明・藤田卓 （環境と農業を考える会/OCJ実行委員）

基本法改正後のポイント解説
梅下幸弘 （農林水産省 大臣官房政策課 参事官）

【環境分野】
提言発表 7団体
農林水産省による意見へのコメント 及び 意見交換

佐藤夏人 （農林水産省大臣官房 環境バイオマス政策課 課長）

【農業分野】
提言発表 7団体
農林水産省による意見へのコメント 及び 意見交換

鈴木 彩（農林水産省農産局 農業環境対策課 有機農業推進班 課長補佐）

日本オーガニック会議が果たせる役割
井村辰二郎・星野智子・藤田卓 （環境と農業を考える会/OCJ実行委員）

閉会

食料・農業・農村基本計画改定に向けた意見交換会 プログラム
※敬称略

開会

趣旨説明・意見収集の結果共有
徳江倫明・藤田卓 （環境と農業を考える会/OCJ実行委員）

基本法改正後のポイント解説
梅下幸弘 （農林水産省 大臣官房政策課 参事官）

【環境分野】
提言発表 7団体
農林水産省による意見へのコメント 及び 意見交換

佐藤夏人 （農林水産省大臣官房 環境バイオマス政策課 課長）

【農業分野】
提言発表 7団体
農林水産省による意見へのコメント 及び 意見交換

鈴木 彩（農林水産省農産局 農業環境対策課 有機農業推進班 課長補佐）

日本オーガニック会議が果たせる役割
井村辰二郎・星野智子・藤田卓 （環境と農業を考える会/OCJ実行委員）

閉会



環境分野︓発表テーマと主な意⾒
テーマ 発表者、発表団体
①環境負荷の中に生物多様性低下を明示し

対策へつなげる
⻫藤光明 （特非）オリザネット
⾦井裕 (特非)ラムサール・ネットワーク日本

②施策評価のための生物多様性の目標設定・
計画の⾒直しを明記する

久保優 （公財）世界自然保護基⾦ジャパン
田尻浩伸 （公財）日本野鳥の会

③モニタリング体制を構築する 多賀洋輝 （株）バイオーム
藤田卓 （公財）日本自然保護協会

④環境保全に貢献する公的⽀援を大幅に拡大する 池上甲一 (特非)⻄日本アグロエコロジー協会

意⾒交換 ●︓発表者/会場 ◆︓農林⽔産省
●基本計画に『環境負荷低減』を入れるとのことだが、環境負荷の内容を具体的に書けるか。
◆基本計画は具体的なことを書くものではないが、『生物多様性に影響』程度は書く。
●環境負荷を低減する取組みは把握されつつあり。その普及と取組への公的支援を検討すべき
◆生物多様性の目標設定︓気候変動に比べると生物多様性の指標は、地域性もあり難しい。

検討したいが、今回は難しいと感じる。実装のための効率性・実現性の検討が必要。
●実装の課題はその通り。解決策は、①「目標・指標設定の検討」を基本計画に明記する

②⺠間の生物データ蓄積、モニ1000⾥地など既存の評価⼿法の活用、多面支払交付⾦の
モニタリング（全国3477団体/年間）の改良。官⺠で一緒に考えたい。

●目標設定とPDCA︓食糧安全保障以外の事項の目標・PDCAを基本計画に記載するか。
◆その予定。⾷料・農業・農村に関する全項目で検討する。
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多面的機能支払交付⾦で生態系保全活動を増やすには
どうしたらよいか︖研究事例（藤⽥ら2024)
【背景】
• 多⾯的機能⽀払交付⾦ 生物多様性保全に貢献しうる約1000億円/年の交付⾦。

「景観形成活動」が多数を占めるが「生態系保全活動」は非常に少ない
• 景観形成以外の活動を増やすには専門的な知識の提供が必要（農⽔省2021)

→どのような活動組織が生態系保全活動に取り組んでいるのか解析した

【研究概要】
• 多⾯的機能⽀払交付⾦報告書(2019年)約2万6千組織の活動と属性の関係を解析
• 自治会・学校・NPO等農業者以外の団体/個人が参加した活動組織の方が生態系保
全活動の実施率が⾼く、NPOの参加が最も効果が⾼い（他の活動項目も同様:P18）

• 生態系保全活動の実施に与える県の効果の上位３県︓ 栃木・滋賀・神奈川(P19)
←栃木・滋賀の県独⾃の制度が原因の１つ
・生態系保全テーマの活動（調査/外来種対策/保全）義務化（栃木・滋賀）
・専門家派遣アドバイザー制度や研修（栃木）

多面法の法改正への提言に活用
・生物多様性の専門家の参加促進
・専門家派遣のためのマッチングの推進

藤田卓, 篠田悠心, ⻄澤栄⼀郎, ⿊川哲治, 市田知子, & 矢部光保. (2024). 農地における生物多様性保全に取り組む
活動組織の特徴. 農村計画学会論⽂集, 4(1), 57–66. https://www.nacsj.or.jp/2024/07/41039/



【参考】ロジットモデル解析結果（１）参加者/団体の参加のみ抜粋
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■多くの活動項目で
選択された参加者/団体

■各活動項目内で、回帰係
数が大きい参加者/団体
=NPO、農業者以外個人

→多くの活動項目の実施
[農業者以外の個人/団体]
の参加が重要

生態系保全活動・生物調査
NPOの参加が最も重要

農事

組合

法人

営農

組合

その

他の

農業

者団

農業

者以

外個

人

自治

会

女性

会

子供

会

土地

改良

区

ＪＡ
学校

PTA
NPO

その他

の農業

者以外

団体

生態系保全活動 -4.93 * - - - 0.29 * 0.48 * - 0.12 - 0.24 0.39 * 0.55 * 0.36 *
生物調査 -3.79 * 0.15 * - - 0.40 * 0.28 *-0.13 * 0.68 * 0.25 * - 0.85 * 0.88 * 0.28 *
外来種駆除 -5.97 * -0.12 -0.14-0.19 * 0.47 * 0.14 * - - 0.12 0.24 * 0.18 * - 0.35 *
水質調査 -5.40 * -0.14 - - 0.53 * 0.40 * - 0.42 * 0.28 * - 0.20 * - -
土砂流出対策 -5.69 * -0.34 - - 0.45 * 0.35 * - - - - 0.61 * - -
水質他 -5.39 * - - 0.25 * 0.34 * 0.46 * - - 0.17 * 0.22 0.23 * -0.55 0.23 *
景観植栽 -0.97 * -0.16 * - -0.1 0.76 * 0.68 * 0.26 * 0.36 * - 0.15 0.13 * - 0.57 *
景観施設 -1.58 * - - - 0.50 * 0.50 * 0.10 * 0.27 * 0.32 * - 0.22 * -0.28 0.25 *
景観他 -3.00 * - - 0.1 0.37 * 0.33 * 0.18 * 0.12 * - - 0.36 * - 0.29 *
水田貯留 -4.66 * 0.61 * - - 0.25 0.23 - - 0.55 * --0.46 * - -
水田涵養 -7.60 * - - - 0.59 * - - - - - - - 0.55 *
地域資源活用 -6.47 * - - - 0.78 * - - --0.49 * 0.89 * 0.45 * 0.96 * 0.30 *
遊休農地活用 -4.61 * - - - 0.31 * 0.12 - 0.24 * -0.1 - 0.46 * 0.88 * 0.30 *
共同活動強化 -4.36 * - 0.13 *-0.09 * 0.65 * 0.40 * 0.16 * --0.24 * - - - 0.13 *
住⺠直営施⼯ -5.68 * - 0.24 * - 0.49 * 0.21 * - - - - 0.22 * - 0.45 *
防災減災強化 -4.72 * 0.20 * 0.24 * 0.11 0.58 * - 0.18 * 0.27 * 0.17 * - - - 0.25 *
農村環境の展開 -3.54 * - -0.12 * -0.1 0.39 * 0.39 * - 0.39 * 0.33 * - 0.39 * 0.40 * 0.23 *
医療福祉連携 -5.96 * - 0.60 * - - - - - - - - 1.71 * 0.77 *
農村文化伝承 -5.63 * 0.22 * 0.19 * 0.16 * 0.70 * 0.25 * 0.09 0.34 *-0.34 * - 0.57 * 0.49 * 0.49 *
増進他 -7.16 * 0.47 - - - - - - - - 0.70 * 1.39 * 0.42
広報活動 -3.51 * - 0.13 * - 0.59 * 0.23 * - 0.41 * 0.24 * 0.18 * 0.35 * 0.82 * 0.33 *
農地補修 -1.94 * 0.12 * 0.12 * - 0.49 * 0.41 * - 0.19 * - - 0.10 * - 0.40 *
水路補修 -1.47 * - 0.09 0.07 0.52 * 0.50 * - 0.24 * - -0.1 0.11 * - 0.40 *
農道補修 -1.65 * - - - 0.44 * 0.43 * - 0.25 * - - 0.21 * - 0.40 *
ため池補修 -4.61 * 0.19 * 0.19 * 0.20 * 0.29 * 0.28 * - 0.15 * 0.15 * - 0.40 * - 0.31 *

従属変数＃1
（活動項目の略称）

説明変数（参加者/団体）＃2

切片

農業者/団体 農業者以外個人/団体

※横1列が１つの解析モデル（25個）、-︓AIC選択されず *︓p<0.05 網掛︓最⼤の回帰係数

藤田卓, 篠田悠心, ⻄澤栄⼀郎, ⿊川哲治, 市田知
子, & 矢部光保. (2024). 農地における生物
多様性保全に取り組む活動組織の特徴. 農
村計画学会論文集, 4(1), 57–66. 
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生態系保全活動
偏
回
帰
係
数

上位３つの都道府県： 神奈川、栃木、滋賀
組織数 26 438      544

あり
・生態系保全（生態系保全活動、
生物調査、外来種駆除）の義務化
・アドバイザー制度（栃⽊のみ）

都道府県独自の制度 なし

都道府県独自の制度が生態系保全活動、生物調査を促進した可能性

組織数が極端に少ない

【参考】ロジットモデル解析結果（２）
～生物多様性保全活動の実施率に対する都道府県の偏回帰係数～

藤田卓, 篠田悠心, ⻄澤栄⼀郎, ⿊川哲治, 市田知子, & 矢部光保. (2024). 農地における生物多様性保全に取
り組む活動組織の特徴. 農村計画学会論文集, 4(1), 57–66. 



里山の生きものと生息環境を守る NACSJ３つの活動成果
１．研究 ２．政策提言 ３．現場の保全

• ⾥⼭の生物の減少要因と有効な
保全策解明のための研究

• 農地の生態系保全活動の推進
→NPO専門家の参加が重要
(農水省2万件大規模データ解析)

• 生物多様性に貢献する農業
への転換に向けた政策提
⾔・シンポジウム開催

（25年ぶり農政の憲法、
農業基本法改正→持続可能

な農業へ転換のチャンス

• ⾥⼭生態系の頂点「サシバ」の生
息環境の再生（横須賀市など）

• 「国際サシバサミット」開催︓繁
殖地（日本）越冬地（台湾・フィ
リピン）の自治体とNGOの連携

撮影：与名正三氏

⾥⼭のいきものを守るため、これらの活動を加速させていく必要



事業の詳細はこちら

【ご寄付の返礼品】

5千円以上： A

1万円以上： B※＋A

3万円以上： C＋A

A. かえるのピクルス×NACS-J

オリジナルステッカーセット

B. かえるのピクルス「アース＆ピクルス」

ぬいぐるみエコバッグ

C. 健一自然農園

自然栽培お茶ギフトセット

※エコバックは1人1個まで。在庫切れの際はご容赦ください。

かえるのピクルスは株式会社ナカジマコーポレーションのキャラクターです。 ©1994 NAKAJIMA CORPORATION

目標金額：400万円 キャンペーン期間：2025年６月末まで

美しい里山と生きものを守るために皆さまの温かいご支援をよろしくお願いいたします



日本自然保護協会（NACS-J）

調べる 守る

広める・会費と寄付が頼りの⺠間団体
・是非ご⽀援を

1951年に創立、⽇本で最も歴史のある自然保護団体
自然のちからで、明⽇をひらく




